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③運搬車両における書類の携帯義務ついて
（電子マニフェストを利用している場合）

産業廃棄物の運搬車は、次のような書面の備え付け（携帯）

が義務づけられています。
①許可証（写し）
②電子マニフェスト加入証（写し）

③次の事項を記載した書類（電子情報でも可）
・ 運搬する産業廃棄物の種類及び数量
・ その運搬を委託した者の氏名又は名称

・ 運搬する産業廃棄物を積載した日
・ 積載した事業場の名称、連絡先
・ 運搬先の事業場の名称、連絡先

※環境省ホームページ （書面の携行について）：
https://www.env.go.jp/recycle/waste/pamph/03.pdf

留意点
●処理業者が携帯する許可証の写しは必ずしも原本と同じ大きさでなくとも問

題ありません。

● ③の書類の様式は問いません（上記事項を網羅することは必要）。

●上記③の事項が携帯端末などによって常に確認できる状態であれば、③の
書面は不要です。
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【独自の受渡確認票の例１】

マニフェスト番号 連絡番号1 連絡番号2 連絡番号3

電話番号 ＦＡＸ

店舗名称
（排出事業場）

排出現場コード 電話番号 ＦＡＸ

収集運搬業者

品目 名称 荷姿 数量 単位 確定数量 単位 処分方法

汚泥
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

廃油
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

金属くず
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

廃プラスチック類
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

紙くず
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

金属くず
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

ガラス・コンクリート・陶磁
器くず

バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

安定型混合廃棄物
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

廃電気機械器具
バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

バラ　ドラム缶

袋　コンテナ

㎏　ｍ3
個　台

㎏　ｍ3
個　台

処分業者

備考

受渡確認票

入力担当者引渡担当者引渡し日

〒

〒

排出事業者

【独自の受渡確認票の例２（３連）】

※受渡確認票のサンプルはJWNETホームページからダウンロードできます。
https://www.jwnet.or.jp/jwnet/practice/flow/ukewatashi/index.html

氏名又は名称 氏名又は名称 氏名又は名称

電子マニフェスト（JWNET）　受渡確認票　（排出事業者） 電子マニフェスト（JWNET）　受渡確認票　（収集運搬業者） 電子マニフェスト（JWNET）　受渡確認票　（処分業者）

連絡番号
① ② ③

連絡番号
① ② ③

連絡番号
① ② ③

電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号

引渡し日

　  　　　　　　    年　　　　　月　　　　　日      

引渡し
担当者

引渡し日

排出事業場

名称 コード

排出事業場

排出事業者

氏名又は名称

排出事業者

氏名又は名称

排出事業者

氏名又は名称

電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号

　  　　　　　　    年　　　　　月　　　　　日      

引渡し
担当者

引渡し日

　  　　　　　　    年　　　　　月　　　　　日      

引渡し
担当者

車両番号 運搬担当者

－　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－

－　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－

車両番号 運搬担当者

名称 コード

排出事業場

名称 コード

－　　　　　　　　　　　　　　　－

処分事業場

名称

処分事業場

名称

処分事業場

名称

電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号

収集運搬
業者

－　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－

電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号 －　　　　　　　　　　　　　　　－ 電話番号

収集運搬
業者

収集運搬
業者

車両番号 運搬担当者

産業廃棄物

No 品目/名称 荷姿 数量 単位

産業廃棄物

No 品目/名称

2

バラ ドラム缶
ｔ ㎥

2

袋 コンテナ

㎥

4

5

荷姿 数量 単位

1

バラ ドラム缶

No 品目/名称 荷姿 数量 単位

産業廃棄物

ｔ ㎥

バラ

㎥

ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ1

バラ ドラム缶
ｔ

個

ｔ ㎥

1

バラ ドラム缶

台
袋 コンテナ 袋 コンテナ

個 台 個 台

ℓ

袋 コンテナ 袋 コンテナ 袋 コンテナ
個 台 個

バラ ドラム缶
ｔ ㎥

ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ ｋｇ

ドラム缶
ｔ ㎥

個 台

3

バラ ドラム缶
ｔ ㎥

3

2

台

㎥

ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ3

バラ ドラム缶
ｔ

個

バラ ドラム缶
ｔ ㎥

台

4

バラ ドラム缶
ｔ ㎥

4

袋 コンテナ 袋 コンテナ 袋 コンテナ
個 台 個 台

ｋｇ ℓ

バラ ドラム缶
ｔ ㎥

個 台
袋 コンテナ 袋 コンテナ 袋 コンテナ

個 台 個 台

ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ

バラ ドラム缶
ｔ

バラ ドラム缶
ｔ

袋 コンテナ
個

袋 コンテナ
個 台

㎥

5

バラ ドラム缶

コンテナ
台 個 台

連絡事項
（処分方法

等）

連絡事項
（処分方法

等）

連絡事項
（処分方法

等）

ｔ ㎥

ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ ｋｇ ℓ

袋

ｔ ㎥

5

バラ ドラム缶
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【JWNETで出力できる受渡確認票】

予約登録を活用する場合、事前に予約登録を行い、廃棄物引渡し時に、予め受渡確認票を

出力し準備します。
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パソコンのある事務所
(マニフェスト登録拠点)

JWNET

ホストコンピューター

⑥処分終了報告
(処分終了日から３日以内)

③マニフェスト登録
＊連絡番号を入力

（廃棄物引渡し日から3日以内）

⑤運搬終了報告
(運搬終了日から３日以内)

排出事業場
（現場）

収集運搬業者 処分業者
①廃棄物の引渡し

マニフェスト登録の運用例
（受渡確認票は排出事業者が準備）

④廃棄物の運搬

②
受渡確認票を
パソコンのある

事務所へ

①受渡確認票
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①排出事業者がマニフェスト登録しないと、収集運搬業者、処分業
者はそれぞれ運搬終了報告、処分終了報告ができません。

②収集運搬業者、処分業者は、いつマニフェスト登録されるか分
からないと、その都度、照会画面やメールでマニフェスト登録さ
れているか確認しなければなりません。

③「いつ（例えば、廃棄物を引渡した翌日の午前中など）」マニフェ
スト登録するかをルール化することにより、収集運搬業者、処
分業者は、運搬終了、処分終了の報告を円滑に行うことがで
きます。

（２）マニフェスト登録する日時

マニフェスト登録忘れにご注意！

※ 排出事業者がマニフェスト登録したことを知らせるメールを
処理業者側で受信することもできます。
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廃棄物数量は、排出事業者、収集運搬業者、処分業者の３者が
それぞれ入力できる項目があります。

①排出事業者 ：数 量（必須）

②収集運搬業者 ：運搬量（任意）（1区間～5区間）

③処分業者 ：受入量（任意）

3者がそれぞれ数量を入力した場合、都道府県等に報告するとき
に誰が入力した数量を報告に使うか、決めなければいけません。

排出事業者が３者の中から選択した数量確定者の入力した廃
棄物数量が、確定値=確定数量となり都道府県等に報告される数
量となります。

（３）数量確定者
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（３）数量確定者

産業廃棄物情報の入力時に
数量の確定者を選べます。
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【例】数量確定

※数量確定者になっている運搬業者、処分業者があえて「運搬量」、「受入量」を入れずに報告
をした場合、排出事業者の「数量」が確定数量となります。

※確定数量の単位が ㎥、リットル、個・台等の場合、自動的に重量換算係数を乗じてトンに換算されたう
えで、行政報告されます。

排出事業者 （マニフェスト登録）

数 量 ： ４ｍ3 （必須項目）

収集運搬業者 （運搬終了報告）

運搬量 ： 入力せず

処分業者 （処分終了報告）

受入量 ： ２ｔ

確定数量： ４ｍ3

（排出事業者が入力した数量）

排出事業者 （マニフェスト登録）

数 量 ： ４ｍ3 （必須項目）

収集運搬業者 （運搬終了報告）

運搬量 ： 入力せず

処分業者 （処分終了報告）

受入量 ： ２ｔ

確定数量： ２ｔ
（処分業者が入力した数量）

例 1 数量確定者 ： 排出事業者 例２ 数量確定者 ： 処分業者

72

数量確定者 ▶

数量確定者 ▶
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加入手続きと試行運用STEP５

（１）加入手続き

ＪＷＮＥＴホームページから加入申し込みをしていただくことができます。

申込手続き完了した当日から利用できるようになります。

（２）試行運用
一度にすべての紙マニフェストを電子化するよりも、一部分（一部の支店、工場、

処理業者など）から試行運用し、運用方法を確認してから順次全社に広げていくとス
ムーズに導入できます。

①JWNETホームページから
『氏名』『メールアドレス』を入力

②『仮ユーザーID』と『申込用仮パ
スワード』が届く（※1）

③ログインし会社情報等を
入力し『加入申込申請』
ボタンをクリック

④上記③『加入申込申請』を
クリックすると約３０分後に『加入
手続き完了のお知らせ（1/2、
2/2）』というメールが2通届く

⑤『加入手続き完了のお知らせ』
・メール（1/2）：加入者番号
・メール（2/2）：仮パスワード

⑥ ⑤受領した加入者番号【メール
（1/2）】仮パスワード【メール
（2/2）】 （※2）でログイン

※1『仮ユーザーID』 『申込用仮パスワード』は『加入申込申請』ボタン押下後は使用しません。

※2 仮パスワードは任意のパスワードに書換えを行います。
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事前準備と確認事項（排出・収集・処分）STEP６

加入後、実際にマニフェストの登録・報告をする前に、登録・報告時に必要な情報（排出事業場や担当者等）を設
定する必要があります。取引先へ問合せが必要なものもありますので、事前に準備をしておくことをお勧めします。

区分
基本設定項目
（必須項目◎）

設定内容と準備

排出事業者

収集運搬業者設定◎
委託先の収集運搬業者の「加入者番号」と「公開確認番号※」が必
要です。事前に収集運搬業者に問合せてください。

処分業者設定◎
委託先の処分業者の「加入者番号」と「公開確認番号※」が必要で
す。事前に処分業者に問合せてください。

排出事業場設定◎ 排出事業場の名称や所在地・電話番号等を設定します。

担当者設定◎ 引渡し担当者の氏名を設定します。

廃棄物の種類設定◎ 委託する廃棄物の種類を一覧画面から選択します。

収集運搬業者
担当者設定◎ 運搬担当者の氏名を設定します。

車両番号設定 運搬車の車両番号を報告する場合は設定します。

処分業者

担当者設定◎ 処分担当者の氏名を設定します。

最終処分事業場設定
（処分報告の報告区分を「最
終」で報告する場合は不要で
す。）

最終処分事業場の事業場名称や所在地・電話番号等を設定します。

※収集運搬業者と処分業者にはJWNETに加入すると、加入者番号の他に「公開確認番号」が付与されます。排出事業者が加入者番号と
公開確認番号を設定画面に入力することで、情報処理センターから業者情報を取得できます。

74
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電子マニフェストに関する
行政報告８

公益財団法人日本産業廃棄物処理振興センター
電子マニフェストセンター
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電子マニフェスト登録分は情報処理センターが都道府県・政令市に報告するた
め、排出事業者の報告が不要
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排出事業者のマニフェストに関する行政への報告

排出事業者は事業場ごとに産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）交付等に関する報告書

（様式３号：規則第８条の27）を管轄の都道府県・政令市に提出しなければなりません。

情報処理センターは、排出事業者が前年度1年間（前年４月１日～当年３月31
日）に登録したマニフェスト情報（予約登録情報は対象外）について、毎年６月30
日までに「電子マニフェスト登録等状況報告書」を自治体に報告。（法第12条の５
第９項）

紙マニフェスト利用者

電子マニフェスト利用者
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電子マニフェスト登録等状況報告スケジュール（排出事業者）

期間 内容

毎年4月1日
～4月25日

報告対象のマニフェストの修正・取消ができます
（確定情報を除く）。
これ以降に行った修正・取消は電子マニフェスト登録等状況報
告には反映されません。

毎年5月7日
～6月8日

重量換算係数の設定ができます（任意）。
マニフェスト情報の廃棄物の確定数量を「容量」や「個・台」で
入力している場合は、あらかじめ設定された重量換算係数を
用いて自動的に重量（t）に換算されますが、加入者で独自の
換算係数を設定することもできます。

6月末 排出事業場を所管する自治体に情報処理センターが報告をし
ます（排出事業者で操作する必要はありません）。
※自治体に報告した旨をJWNETホームページに掲載

毎年5月7日
～翌3月31日

電子マニフェスト登録等状況報告をダウンロードすることがで
きます。
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排出事業者の登録等状況報告

建設業の場合は、工事が短期間であったり、現場の所在地が多数あるため、
管轄区域内の事業場を１事業場として集計して報告します。
報告書では〇〇市管轄区域内事業場と表記します。
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電子マニフェスト情報を活用して下記の処理実績報告書を作成

（報告書は処理業者から自治体に報告）

〇紙マニフェストと併用している場合は、紙マニフェストのデータと合算して報告してください。

〇上記の処理実績報告書は各自治体の条例等に基づき処理業者に報告を求める自治体と求めない自治
体があります。

〇報告様式も自治体によって異なる場合があるため、JWNETからは直接報告することはできません。
〇運搬実績報告、処分実績報告については、電子マニフェストの登録日を集計期間の基礎としているため、

実際の運搬、処分実績と差異が出る場合があります（予約登録情報は対象外です） 。
〇本システムを活用する場合は、必ず各自治体に確認してください。

報告書 利用対象者

産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）運搬実績報告書 収集運搬業者

産業廃棄物（特別管理産業廃棄物）処分実績報告書 処分業者

電子マニフェスト情報を活用した処理実績報告
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電子マニフェスト情報を活用した処理実績報告


